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hrecentyears,Indiahasenjoyedeconomicprosperltythatshehadnever
experiencedfromthetimeontheindependence･Thisarticlediscussesdynamicsof
theautomobileindustry,OneofthehighestgrowthmanufacturlngSectorsunderthe
liberalizationpolicyinthe1990S.Afkrabriefhistoricalexplanationoftheindustry,
theauthordescribescorporatestrategiesofnewcomers,classifiedintothreedivisions;
i･e･passengercar,commercialvehicleandtwowheelers･Thenhealsoanalyzetheir
distributionpaternsfrom theviewpolntOftransportcostandIndianindustrial
locationpolicy.Thelocationofcarassemblyunitsinthe1990Stendstoconcentrate
ingreenfieldsontheoutskirtsoftheexistlngagglomerationsoftheautomobile
industry.
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1.はしがき
1980年以降のインド経済は,独立後から続いた政府主導の社会主義型計画経済より転換され
｢自由化｣の方向に大きく歩みを変えている｡1991年のナラシマ ･ラオ政権の成立以降,この
足取りは一段と加速され インド経済は急成長を遂げると同時に,構造的な再編成の時代を迎
えている｡
本稿は,同国経済の成長と再編成を象徴する自動車工業 (ここでは,四輪車のみならず自動
二輪車も含む)を事例に,その発展過程と立地特性を分析することを目的としている｡1990年
頃までの同工業の動向と立地の状況については,すでに友揮 (1991)において論じたので,必
要最小限の概略的説明にとどめ,本稿では1991年以降の状況に焦点をあてた考察を行いたい｡
なお,インドの通貨単位はルピーであり,1997年10月現在,1ルピーが約3,6円であった｡
2.インド自動車工業の概略
インドにおける経済の自由化は,1980年代初頭のインディラ･ガンジー政権によって着手さ
れ 以来,段階的に進められている｡自動車工業は,この政策の進展とともに,発展の軌跡を
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辿ってきた｡ここでは, ｢ライセンス規制｣と ｢製造分野規制｣によって,生産が特定の企業
に割り当てられ 新規参入が規制されていた1970年代までを ｢統制期｣,それらの諸規制が段
階的に緩和される1980年～90年を ｢自由化初期｣,ラオ政権による ｢新経済政策｣が導入され
た1991年以降を ｢本格的自由化期｣とみて,各時期の自動車工業の動向を捉えることにする｡
なお, ｢自由化初期｣までに設立された企業のうち,現在も存続している企業の概要を Tablel
に示しておく｡
｢統制期｣における自動車の製造は,生産ライセンスを所持する少数の企業の手にあり,新
規参入は極めて困難で,無競争の状態にあった｡たとえば,乗用車部門はヒンドスタン･モー
ターズ社 (以下,HM社)とプレミア･オートモービルズ社 (pAL社)の複占状態にあった｡
大型商用車分野では,TELCO社とアショック･レイランド社 (ALL社)の2社による市
場支配が長く続いた｡1960年代は市場のゆるやかな成長があり,自動車の完全国産化が達成さ
れたが,1970年代の二度のオイル ･ショックに直面すると,たちまち生産台数が低落し,国際
競争力を完全に消失するに至った｡これは, ｢ハイコス ト経済｣と呼ばれる同国産業全般に看
取される構造的な問題 (インフラの未整備,小規模な生産,設備の低稼働,低い労働生産性な
ど)と,保護市場の下で自動車企業が品質の改善や生産コストに無関心であったことを理由と
しており,それがオイル ･ショックを契機として具現化したためであった｡
このような経済構造を改善するために,1980年代に入って,インディラ･ガンジー政権とそ
れに続くラジブ･ガンジー政権によって,経済の自由化政策が段階的に進められた｡自動車工
業においては,その効果が1980年代半ばよりあらわれ 生産台数の飛躍的な増加をみた (Fig.1
)｡この急成長は,インド自動車工業のテイク･オフを示すとみることができよう｡
｢自由化初期｣における市場成長には,日系企業の果たした役割が大きい｡外資規制の緩和
を受けて,乗用車部門では1981年に鈴木日工 (現スズキ)が国営企業のマルチ ･ウドヨグ社
(MUL社)に資本参加し,スズキ ･アルトをインド向けに改良したマルチ800(800cc)の生
産を始めた｡小型商用車分野では,トヨタ,日産,三菱自工,マツダの4社が,各々現地企業
と合弁でトラック･バスの生産に相次いで着手した｡自動二輪車部門においても,本田技研が
オートバイを生産するヒーロー ･ホンダ社 (HH社)とスクーターを生産するカイネティツク･
ホンダ社 (KH社)を現地企業と合弁で設立した｡鈴木日工も合弁でTVS･スズキ社を設立
し,オートバイ生産に着手した｡
ところが,1990年代に入ると,ラジブ ･ガンジーの暗殺とその後の政治的混迷に加えて,国
家財政の慢性的赤字を原因とする独立後最大の経済危機に直面した｡自動車生産もこの政治的 ･
経済的危機の影響を免れ得ず,需要の低迷によって92-93年には生産が減少する｡この停滞期
の特徴は,小型商用車分野からの日本企業の離脱であった｡小型商用車分野は,四輪車の中で
は市場競争が最も激しく,その上日系合弁企業の生産性は概して低かったので,生産台数の伸
び悩みに直面していた｡これに政治と市場の安定性に対する危倶が加わり,技術提携の打ち切
り,あるいは他企業による買収という形で日本企業は撤退することになった｡
ただし,この経済危機は,ナラシマ ･ラオ政権が実行に移した経済の安定化と自由化を目的
とする ｢新経済政策｣によって比較的短期間で終息し,マクロ経済の回復と歩みを同じくして,
1990年代半ばより自動車工業は第2の成長期に入っている｡この時期の特徴は,世界の主要自
動車メーカーの進出である｡
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Table1BriefoutlineoftheIndianautomotivemanufacturers,establishedby1990
企業名称 設立年 総売上高 従業員数 本社所在地 主要製品 合弁相手先
A ヒンドスタン･モーターズ
B プレミア ･オー トモービルズ
C マヒンドラ&マヒンドラ
D TELCO
E アショック ･レイランド
F バジャージ ･テンポ
G マルチ ･ウドヨグ
H スワラジ ･マツダ
_し _冒i i,ヤ二 ･モーターズ
J エスコー ト
K バジャージ ･オー ト
L ロー ヤル .エンフィールド･インディア
M カイネティツク ･エンジニアリング
N L.M.L.
0 マジェスティック ･オー ト
P マハラシュトラ･スク-夕-ズ
Q ヒーロー ･ホンダ ･モーターズ
R TVS･スズキ
S カイネティツク･ホンダ･モ-タ-ズ
104 カルカッタ 乗用車
123 ムンバイ 乗用車
629 ムンバイ ジープ,小型商用車
899 ムンバイ 商用車全般,乗用車
616 マ ドラス 大型商用車
㈱ プネ 小型商用車
840 デリー 乗用車,ジー プ スズキ
551 チャンディガル 小型商用車 マツダ
_7革0_ピータンプル 小型商用車
∝x) デリー オー トバイ
400 プネ スクーター,オー トバイ
(YX) マ ドラス オー トバイ
5(XJ プネ モベッド
267 カ-ンプル スク-ター
()α】 ルディアナ モベッド
824 プネ スクーター
9(X) デリー オー トバイ 本田技研
295 マドラス オー トバイ,モベッド スズキ
273 プネ スクーター 本田技研
資料 :AJAM(1996):hoPLeoftheautomobileindustry.等より著者作成
荏)総売上高は,1994年度の数字である｡単位は百万ルピー｡
従業員数は,1995年3月末の数字である｡
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Fig･lAutomobileproductioninlndia,1970-1995
資料 :ACMA(1996):AutomoEivet-ndustTyOfIndia,/acts&Pgures1995-96･より著者作成
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3.新規事業の動向
｢本格的自由化期｣のインド自動車工業の成長は,生産サイドからみると,既存企業の生産
車種 ･生産台数の拡大と,世界の主要自動車メーカーの参入によってもたらされたと捉えられ
る｡ここでは,乗用車,商用車,自動二輪車の各部門別に新規事業の動向を整理しておきたい
(Table2参照)｡
(1)乗用車部門
1980年代後半の乗用車市場は,MUL社の独壇場であった｡インドで初の低燃費 ･高品質を
体現したと評価される同社のマルチ800やマルチ1000は,HM社のアンバサダーに代表される在
来モデルを圧倒した｡1996年度は約33.7万台を生産し,MUL社は乗用車市場の約8割のシェ
アを獲得するに到っている｡このMUL社に市場を奪われる形となったHM社とPAL社は,
各々外国企業との提携によって,新製品を導入し市場シェアの回復を計っている｡
HM社は,現在,外国企業3社との間で,以下の事業を進めている｡第1は,アメリカ合衆
国のジェネラル･モーターズ社 (GM社)との合弁企業GM ･インディア社の設立である｡HM
社の既存工場を利用して,オペル ･アストラ (1600cc)の生産を1996年に開始した｡第2は,
日本の三菱自工との技術提携の下で,ランサー (1500cc)を1998年から生産販売する計画を進
めている｡第3は,インド農村部の道路事情に適った農村交通専用のディーゼル車の生産であ
り,ニッチ市場をねらった戦略である｡この計画は,オーストラリアのオカ ･モーター社から
の技術導入に負うものである｡1998年春に市場投入される｡
PAL社は,従来よりイタリアのフィアット社との関係が密接であったが,新たな技術提携
を結んでマルチ ･シリーズに対抗する新車種ウ-ノ (999cc)の生産に着手した｡この事業は,
両社の合弁企業として,PAL･オート社設立に発展する見通しである｡また,フランスのプ
ジョー社との間で,合弁事業PAL･プジョー社を設立しプジョー309(1380cc)の製販を1995
年から行っている｡ただし,プジョー社は,PAL社との間で結ばれた,競合する車種の生産
を行わない協定に,PAL社が違反したという内容 (PAL･オート社の設立)の提訴を行い,
両者は現在法廷闘争中である｡1995年に約5ケ月続いたストライキの影響もあって,PAL社
が関係する企業の生産は停滞しており,経営は順調とは言い難い｡
一方,これら既存 2社の追撃を迎え討つ形のMUL社は,新たにエスチーム (1300cc)を導
入し,上級車種生産への展開にも余念がない｡同社の社長人事を巡る日本のスズキ本社との係
争問題に懸念が残るものの,新型マルチ800の発売,同車の専用ラインが敷設される第2工場の
建設による年産50万台体制も発表され,当面は乗用車部門トップの地位は安泰と予想される｡
海外からの新規参入では,最初に,韓国企業の動向を注視したい｡大字自動車は,トヨタ社
の合弁企業であったDCM･トヨタ社の経営権を1994年に獲得し,社名をDCM･ダイウ社と
変更した上で,翌1995年よりシエロ (1500cc)の生産を始めた｡大字自動車の戦略は,中型車
の生産を欧米や日本メーカーに先んじて行い,国際的な知名度の低さを市場のパイオニアとな
ることで補うことにあった｡また,1997年には,マルチ800と競合する800ccクラスの小型車や
RV型車両の開発を発表するなど,積極的な展開をみせている｡一方,現代自動車も1998年ま
でに100%出資の生産子会社を設立し,アセント (1300,1500cc)を製造する計画である｡
アメリカ合衆国のフォー ド社は,ジープ型車両の生産で名高いマヒンドラ&マヒンドラ社
(M&M社)と合弁で,マヒンドラ･フォード･インディア社を設立し,M&M社の既存工場
を利用して1996年よりエスコー ト (1300cc)の生産に入っている｡また,1999年までに新工場
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Table2DirectinvestmentoffわreignautomobilecompaniesintoIndia
外国企業名称 インド企業名称 参入形態 部門 生産車種(嫌気JLcc) 生産FN始年 工用立地萌所 書考
大字自動車 DCM .合弁会社(DCM･大字) 乗用車 シエロ(1500) 1995年 ノイダ DCM.トヨタ工場の転換
(韓国) 大字51:DCM49 (デリー近称)
プジョー 7一レミ7･1-トモ-['ルス■ ･合弁会社(PAL･7/◆ヨ-) 乗用車 7一ン'】-309(1300) 1995年 タ-ナ
(フランス) プレミア32;アン`]-32 (ムンバイ近郊)
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メルセデス ･ベンツ TELCO ･合弁会社(州げ ス･へ'ンツ･インディ7) 乗用車 E220 1995年 プネ
(ドイツ) ベンツ51:TEL〔(H9 E250Diesel 1996午
CM ヒント'スタン･モ-クース■ ･合弁会社(GM･インディア) 乗用車 れ■ル･7人トラ(160) 1996年 バローダー近郊 HMの既存工場を利用
(アメリカ合衆国) GM50:TELCO50
フィアット Tレミア･トトモ-ヒ-ルス' .合弁会社 (PAL･オー ト) 乗用車 ウ-ノ(999) 1996年 ムンバイ
(イタリア) フィアット51:プレミア49
･100%子会社 乗用車 バリオ(1250) 1999年 プネ近郊
PALのクルラ工場の移管
技術提携部門を合弁事業化
2工場を新設する予定
マヒンドラ既存工場を利用
ヤマハ発動枕 エスコ-ツ ･合弁会社(エスコ-ツ･†マ八十 卜) 二輪車 125ccバイク 1996年 7 イ
エスコーツ50.･ヤマハ50 (デJ)-近郊)
マヒント▲ラ･アンr･マヒント`ラ ･合弁会社(マヒントーラ17書イ ･インディ7) 乗用車 エスコート(1300) 1996年 ナシク
フォー ドSO:マヒンドラ5O 乗用車 フィエスタ (1100) 1999年 マ ドラス近郊
マヒ/rラ･7ンド･マヒントーラ ･技術提携 商用車 デリカ 1996年
ヒントスル･モータづ~ .技術提携 乗用車 ランサー(1500) 1998年 マドラス近郊
sIELグル-プ ･合弁会社(ホンダ ･'エル･h-ス`-イノf-ィ7)乗用車 /ヒ▲･J9(1300.150O) 1997年 ノイダ
74-T{
(アメリカ合衆国)
三菱自工
本田技研
本田60:SIEL40
･100%子会社
･100%子会社
(デリー近郊)
乗用車 7セント(13OO.1500) 1998年 マ ドラス近郊
(スウェーデン)
BMW
(ドイツ)
フォルクス.ワー ゲン
(ドイツ)
ヒ-ロー ･合弁事業
･合弁会社(トヨタ･キルロスかトクー)
トヨタ74:キルロスカ26
商用車 トラックの生産 1998年 バンガロール近郊
乗用車 333シリ-ズ 1998年 ノイダ
(デリー 近郊)
乗用車 RV車 (1500) 1999年 バンガロール近郊
オクタピア, オー
アウディA6 近郊
資料 :現地新聞報道記事等より著者作成
荏)計画段階の事業も含む｡
を稼動し,より小型のフィエスタ (1100cc)を製造する予定である｡
日本企業による事業も進展している｡これまで,二輪車部門のみの展開にとどまっていた本
田技研は,シェル ･グループとの合弁によって,ホンダ ･シェル ･カーズ･インディア社を設
立し,1997年よりシビック･モデル (1300,1500cc)の生産を開始した｡トヨタ社のインド事
業は,印僑企業ヒンドゥー ジヤ ･グループとの合弁計画が,経営の主導権を巡る調整がつかず
白紙撤回され,他社に遅れをとっていた｡しかし,本年になって,中堅財閥のキルロスカ社と
の合弁事業トヨタ ･キルロスカ ･インディア社の設立が正式に決定された｡商用車キジャンを
ベースにインド向けに開発した10人乗りRV車の製販を1999年までに行う予定である｡
イタリアのフィアット社は,先のPAL社との事業に加えて,100%生産子会社 (フィアット･
オート･インディア社)を設立し,同社の世界戦略車バリオを生産する予定である｡バリオの
部品は,60%以上がウ-ノと共通化される｡ドイツのフォルクス ･ワーゲン社 (VW社)は,
当初は小型商用車メーカーのアイシヤー ･モーターズ社 (EM社)と合弁で乗用車生産を行う
予定であったが,1997年になって独自計画に変更した｡生産車種は,同社の子会社スコーダ社
が生産しているのオクタピアとアウディA6が予定されている｡
インドの乗用車市場は,排気量1000cc以下クラス (小型車),1300-1600ccクラス (中型
車),2000cc以上 (高級奉)の3つに分けて考えることができる｡それぞれの販売価格帯は,
小型車20万-30万ルピー,中型車47-70万ルピー,高級車220万ルピー (ベンツ)となっており,
小型車の経済性がその市場規模を大きくしている｡各社の参入状況をみると,中型車中心となっ
ているが,インドの所得水準を考えると,最小のコストで購入できる小型車の市場スケールは
今後も拡大するものといえよう｡この部門には,現時点でTELCO社 (インディ･カー計画)
やDCM･ダイウ社の参入計画があるにすぎず,MUL社の独占状態は当面揺るがないと見通
140 岡山大学環境理T.学部研究報告,3(1)1998年
される｡
中型車は,小型車に較べると,市場規模が小さい上に競争が激しい分野である｡1997年度上
四半期における販売台数は12,881台にすぎず,昨年度同期に較べてわずか7%の成長にとどまっ
た｡市場シェアの構成は,MUL社35%,DCM･ダイウ社21%,GM･インディア社20%,
マヒンドラ･フォー ド社16%であり,さらに数社が参入する計画なので,過当競争の懸念が強
く持たれている｡2000cc以上の排気量を持つ高級乗用車は市場規模が小さく,現在は,メルセ
デス･ベンツ社とTELCO社の合弁事業のメルセデス ･ベンツ･インディア社によって,坐
産がなされているにすぎない｡BMW社もこのクラスに参入する予定であり, ドイツ企業が先
行している｡
(2)商用車部門
商用車は,主にバスとトラックより構成される｡インドでは8トンまでが小型商用車,それ
以上が大型商用車に分類される｡
大型商用車市場は,ここ数十年間TELCO社とALL社の2社が生産を行うのみで,複占
体制にあった｡近年はTELCO社が優位に立っておりで,75%の市場シェアを有している｡
これは, ｢自由化初期｣にALL社が生産能力の増強に不熱心であったこと,および近年同社
がフィアット社の商用車生産子会社より導入したモデルが販売不振であったことが強く影響し
ている｡今後は,ボルボ社による生産子会社の設立,EM社による10トン車の生産開始が1998
年に実施されるので,4社による市場競争となる｡
小型商用車分野は, ｢自由化初期｣には7社が激しい市場競争を展開していたが,現在は
TELCO社の一人勝ちの様相を示している｡同社は ｢統制期｣は,大型商用車のみの生産を
行う企業であったが,1986年に小型商用車生産に参入し,現在は同市場シェアの約70%を獲得
するまでになった｡現時点では,この分野への新規参入を表明している企業はなく,
TELCO社の優位性は当分の間続くと予想される｡
(3)自動二輪車部門
インドにおいては,自動二輪車市場の規模は大きく,年間生産台数は260万台を超え,日本に
次いで世界第2位の地位にある｡自動二輪車部門は,スクーター,オートバイ,モベッドの各
分野に分けられる｡1995年度には,それぞれ123万台,81万台,62万台が生産された｡近年,莱
用車が普及しているのは事実であるが,通常の家庭ではそれには手が届かず,スクーターがファ
ミリー カーの役割を果たしている｡1台のスクータに親子4人が乗り合わせていることも,イ
ンドではよくみられる光景である｡
近年の二輪車メーカーの動向は,他分野への展開である｡ ｢自由化初期｣においては,複数
分野の生産を行うメーカーは少数であったが, ｢本格的自由化期｣に入って,市場の拡大を目
的に新規参入が増加する傾向にある｡
最大の二輪メーカーであるヴァジャージ･オート社は,1990年にモベッド分野に進出し,3
分野に及ぶ生産をインドで最初に達成した｡カイネティツク･エンジニアリング社も,従来の
モベッド分野に加えて,KH社からの技術援助により,1996年にスクーター事業を開始した｡
日系企業では,TVS･スズキ社が従来のオートバイとモベッド分野に加えて,1995年より
スクーターの生産を開始し,3分野メーカーとなった｡1998年に稼働予定のスクーター工場の
建設が進められている｡本田技研の合弁企業であるスクーター ･メーカーのKH社とオートバ
イ ･メーカーのHH社は,それぞれオートバイ,スクーター分野への進出を発表している｡ま
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た,ヤマハ発動機は,エスコ-ツ社と技術提携を結び100ccオートバイを生産していたが,1996
年からこの部門を合弁事業化し (エスコ-ツ･ヤマハ ･モータ一社),新たに2工場を設ける
予定である｡自動二輪車部門は,順調な成長が見込まれるものの,各メーカーによる市場獲得
の競争は激化することが予想される｡
4 新規事業の立地特性
(1)自動車部品工場の集積地との関係
インドにおける自動車工業の新規事業の立地を捉える方法として,次の2つの視点が有効で
ある｡第1は,既存の自動車部品工業の空間配置を把握し,その集積地との関係より捉える方
法である｡
自動車の生産には,乗用車を例にとると1台当たり2万点以上の部品が必要であり,その調
達にかかる経費は膨大である｡立地論的にみるならば,輸送コストの縮小が,その削減につな
がるといえる｡この輸送コストの削減は,単純には,既存の部品工業集積地域を指向した立地
によって達成可能である｡
Fig.2は,インド自動車部品工業会に加盟する企業 (約400社)の本社工場所在地を, ｢統制
期｣ (1970年代以前)に生産を開始した企業と,80年代以降 (自由化期)に操業を始めた企業
に分けて示している｡これにより,自動車部品工業の既存集積地を確定することができる｡
a)1979年以前に生産開始
?? ? ? ? ? ? ?
b)1980年以降に生産開始
Fig.2DistributionofautomobilecomponentmanufacturersinIndia
資料 :ACMA(1996):T7eIndianautomotiveindustrylbuyer'sguide.より著者作成｡
荏)1点は1工場の分布を表す｡
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1980年代以降は,首都デリーとその近郊への傾斜集積が進んでいるが,両時期を通じての既存
集積地として,デリー,ムンバイ,マドラス,およびプネを確定できる｡これら4地区には,
部品工業の集積のみならず,既存の自動車メーカーの立地も認められ 同国自動車工業の核心
地域と捉えることができよう｡それ以外には,少数の立地が部分的に認められるにすぎず,新
規の組立工場の立地を引き寄せる規模の集積には到っていないと判断される｡
(2)インドの工業立地政策
第2の視点は,インドの工業立地政策にある｡インドの政策は,社会的公正を理念としてお
り,国土の均等な発展を目的とした経済政策をとっている｡工業立地に対しても,後進地域の
工業開発を促進する政策をとっている｡たとえば,近年の工業団地開発の目玉として注目され
る成長センター (growthcenter)の開発は,後進地域に限定され,大都市や先進地域では認め
られていない｡また,大 ･中規模工業に分類される工場の新規立地は,人口100万人を超える都
市から25km以上距離を隔てる必要がある｡このように,インドでは工業の分散化が政策的に進
めているといえよう｡
しかしながら,工業の立地には,既存の産業集積,専門的な熟練層からなる都市的労働市場,
高次のインフラストラクチャーなどの存在 (外部経済)を必要とし,それへの近接性を保つ必
要がある｡実際にも,外資系大規模工場の立地は,大都市郊外に決定されることが多く,100万
都市であるならば,そこから25-50キロの距離帯に開発された工業団地を主たる受け皿として
いる｡自動車工業の場合でいうならば,さきの4つの都市の郊外が,新規立地の場として選択
される可能性が高いことを示している｡
ところで,インドにおいて企業の意志で工場立地場所の選定が可能となったのは,自動車工
業の場合 ｢本格的自由化期｣に入ってからである｡1980年代に設立された日印合弁自動車企業
の立地場所の決定は,政府の意向を強く受けており,必ずしも既存の自動車産業の集積地と対
応するものでなかった｡自動車産業とは無縁であったマディヤ ･プラデーシュ州インドー ル市
近郊のピータンプルのような後進地域に自動車企業4社が進出し,この時期の自動車工場の立
地を特徴づけた事例 (友揮,1997)も,政府の誘導に負うところが大である｡
(3) ｢本格的自由化期｣の自動車工場立地
それに対して, ｢本格的自由化期｣の新規投資は,既存自動車工業集積地である4都市の郊
外に向かっている｡北インドでは,デリー近郊への投資が進められている｡ここでは,ウッタ
ル ･プラデーシュ州のガジアバード県に開発されている工業地域 (ノイダ,グレータ一 ･ノイ
ダ)に注目したい｡グレータ一 ･ノイダは,デリーから東方に25-50km離れた範囲が該当し,
その開発には日本の商社数社も関係している｡主たる立地業種は,ハイテク部門や電気機器関
係が多い｡自動車工業では,すでにDCM･ダイウ社,シェル ･ホンダ社,エスコ-ツ ･ヤマ
ハ社の組立工場があり,1998年にはBMWの合弁企業が進出する予定である｡
南インドでは,マ ドラス郊外に投資が向かっている｡マヒンドラ ･フォード社は,マドラス
における部品企業の集積,熟練労働力の存在,港湾や電力の安定供給等のインフラ整備状態,
州政府のインセンティブ等を評価し,進出を決定した｡また,現代自動車の生産子会社は,同
市から40km離れたグリーンフィールドに工場を建設中である｡この工場の主要生産設備は,同
社カナダ工場より当地に移管されたものであり,これよって生産開始が幾分早められるという｡
HM社も同様に,ランサー生産のための新設工場をマドラス近郊に設置する｡
インドのシリコンバレーとして知られるバンガロール郊外にも,自動車工場の設立が進展し
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ている｡ボルボ ･インディア社が,大型商用車を生産する100%出資子会社を設立する｡トヨタ ･
キルロスカ ･モーター社も,キルロスカ社の基盤が南インドであることを主な理由にバンガロー
ルへ進出する｡既存メーカーでは,TVSスズキ社がスクーター工場を,TELCO社が消防
車や救急車といった特殊車両工場をそれぞれ当地に建設している｡
一方,マハラシュトラ州は,ムンバイとプネという既存集積地を擁するにもかかわらず,自
動車工場の誘致競争の成果は芳しくなく,新規事業の立地は進展していなかった｡1996年まで
に決定されたのは,ムンバイ近郊のタ-ナへのPAL･プジョー社の設立,プネへのメルセデ
ス ･ベンツ･インディア社の立地の2件のみであった｡しかし,1997年の秋になって,プネ市
から50km離れたグリー ンフィールドに開発されている工業団地へのフィアット社の進出と,VW
社のオーランガバー ドへの進出が相次いで決定され 一転して活況を呈している｡フィアット
社の進出理由は,プネの部品企業への近接性と,ウ-ノを生産しているPAL･オート社のク
ルラ工場とのアクセスの重視である｡
以上みてきたように,新規事業は, ｢自由化初期｣の政府主導による立地から, ｢本格的自
由化期｣の企業の主体性に基づいた既存集積地郊外への立地に変化しているとみることができ
る｡
5.むすびにかえて
インドでは,年率 5-6%の経済成長が予測されること,潜在的な需要が高いこと,ファイ
ナンシャル企業の充実によりローン利用が円滑化していること等より,当分の間は自動車市場
は拡大すると判断される (2000年までに,乗用車の市場規模は60-70万台になると予想されて
いる)｡それゆえ,世界の主要自動車メーカーが同国を最後で最大の市場とみなし,その確保
のために現地法人の設立を相次いで行っているといえる｡また,新設した現地法人を,南アジ
ア･環インド洋諸国を射程に入れた生産拠点とし,グローバル戦略の中で位置づけている企業
もある｡
しかし,このような多数の企業の進出は,これまでにも述べてきたが,インド自動車工業が
すでに過当競争の時代に入っていることを意味している｡現地で乗用車を生産するメーカーは
17社 (計画中を含む)あり,わが国の乗用車メーカー数よりも多い｡乗用車生産の計画を持っ
ていた同国最大の二輪車メーカー,ヴァジャージ･オー ト社やアメリカ合衆国のクライスラー
社が,こうした過当競争を嫌って参入を見合わせたケースは,この状態を象徴している｡
現実にも,1997年度前半の自動車市場は,1996年度までの好調に反して停滞気味である｡乗
用車部門のリーダーであるMUL社のような首位メーカーであっても,新型モデルの販売は良
好であるが,既存車種の販売は概して低調である｡RV型車などの多目的車両の導入を決定す
るメーカーもあるが,これはニッチ市場を開拓し,そこでの地位を確立しようとする企業戦略
の現れである｡また,商用車の販売も今年度は低調で,上半期は昨年比で大型車では30%近い
生産減,小型車でも10%減となっている｡この原因として,全般的な景気のスローダウンによ
る物流量の伸び悩み,トッラク･ドライバーのストライキなどが考えられる｡
自動車生産は本来大量生産型であり,生産スケールが大きくなるほど,生産性は向上する｡
MUL社は,1996年度上四半期には乗用車市場シェアの8割以上を獲得しており,現時点では
唯一スケール ･メリットを発揮できる地位にある｡さらに,部品調達網,ディーラー網 ･サー
ビス網の整備においてもMUL社は他を大きく引き離しており,当面は先発の利益を享受する
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見通しが高い｡同様の理由で,商用車部門におけるTELCO社の地位も堅固と判断される｡
最後に,著者のインド工業化研究の中で,本稿の位置づけと今後の課題を示しておきたい｡
著者は,これまで ｢自由化初期｣の自動車工業の動向と立地 (友揮,1991),その時期に開発
された工業団地での自動車工業の生産システムや労働力構造 (友揮,1997)について言及して
きた｡本稿においては, ｢本格的自由化期｣の自動車工業とその立地について,既存自動車工
業集積地の郊外が中心となり,立地論的合理性に基づいた決定が行われるようになったこと示
し,全国的な動向が明らかになった｡次の課題としては,そうした既存集積地外縁部に進出し
た工場の生産システムや労働力構造を検討することが残されている｡それを通じて,経済自由
化期に形成された工業の空間構造の特性把握が可能となろう｡これについての調査も,実施す
る予定である｡
本稿は,平成8･9年度文部省科学研究費補助金 (国際学術研究) ｢インドにおける工業化の新展開と地域構造の
変容｣課題番号08041017(研究代表者 岡橋秀典広島大学教授)による研究成果の一部である｡
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